従業員持株制度

　　　田添　正寿

1. 従業員持株制度とは

　（1）従業員持株制度の意義

従業員持株制度とは、会社が、自社従業員に対して、従業員の財産形成、従業員の会社に対する関心の向上等を目的として、株式を提供する制度である。

　従業員が個人的に、もしくは自主的に団体を作って、会社の株式を購入する場合は、従業員持株制度とはいえない。会社が従業員に一定の特典を与えつつ福利厚生政策の一環として行うものが従業員持株制度である。

　（２）従業員持株会

　従業員持株会の形態として、直接取得型と団体取得型がある。

直接取得型は、持株会を構成している従業員個々人が株主である。持株会は、株式の取得・譲渡の斡旋を行うだけである。

　　

従業員株主　　　従業員株主　　　従業員株主　　　従業員株主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　会　　　　　　　　　　　　　　　社　　　　　

　　

　　　　　　議決権　＝　それぞれの従業員

配当　＝　それぞれの従業員

　　　　　　　　　　　　

　　　株主総会における議決権の統一が難しい

　　　退職時における株式の買取り問題

　　　株式の社外流出防止問題　　　　　　等々

　団体取得型は、持株会を民法667条の組合として組織するもので、株主は持株会自身となる。

従業員会員　　従業員会員　　従業員会員　　従業員会員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　従業員持株会（株主）　　会員・・・従業員　　　　　


　　　　　　会　　　　　　　　　　　　　　　社　　　　　

　　

　　　　　　　持分　　＝　自分の出資割合に応じた持分の共有

議決権　＝　持株会の理事長

配当　　＝　出資割合に応じた分配

　　　　　　　　　　　　

　　　株主総会における議決権の統一が容易

　　　株式の社外流出防止が可能

　　（３）従業員持株制度の導入目的

1 従業員に経営参画を促し、経営意識を高めていただく。

2 従業員にインセンテｲブ付与をすることにより、営業成果を見返りとして獲得してもらう。

　　　　　＝　株価上昇に伴うキャピタルゲイン　OR　配当

3 リテンション戦略（会社貢献社員または知的財産の引き留め）としての位置付け

4 優良人材の採用のための優遇待遇戦略として位置付け

5 社員のモチベーションの高揚

（4）従業員持株会導入のメリット

Ⅰ.会社側

1 従業員に自社意識を持ってもらうことができる　＝　経営参加意識を持つ

2 人材流出のプロテクトとなる。

3 優良人材の獲得につながる

4 従業員それぞれが給与は自分で稼ぐものといった考え方をもつようになる

5 従業員福利厚生策となる

6 オーナーの相続税対策に役立つ

　　　　　　【以下公開を予定している会社のメリット】

7 公開戦略に役立つ

8 従業員に公開時のプレミアムを与えることができる

9 公開に向けてパワーを結集できる

10 公開後の安定株主として期待できる

11 公開後、着実に浮動株を吸収でき、株価形成に役立つ

12 持株会は個別の従業員持主に比べ管理が容易となる。

Ⅱ.従業員側

1 株価上昇に伴うキャピタルゲインの獲得

2 配当の獲得　＝　財産形成に役立つ

3 会社への貢献度が実績となってあらわれる

（５）従業員持株会導入に伴うデメリット

Ⅰ.会社側

1 従業員の経営参画による発言権の増大

2 従業員持株会の労働組合化のおそれ

3 株価上昇時における買取の必要性

4 株式買取請求時における資金繰り

5 株主代表訴訟の危険性

6 幾度かの増資の必要性が生じる

7 株価が下落した場合、会社全体の士気が下がる

8 高配当が維持できない場合、社員の不信感、不満が表面化し制度運営も難しくなる

　　　　

　Ⅱ.従業員側

1 会社の業績如何による無配当の可能性

2 出資原資の元本割れの可能性　＝　金融資産のリスク

3 出資額の差による会社への発言権の不公平感

4 倒産の場合資産喪失の可能性がある。

　（６）従業員持株制度の歴史

　第１次世界大戦後に欧米で採用され始めた制度をはじめて取入れたのが、1918年兼松が、「兼松持株奨励会」の名の元に「資本と経営と勤労の三者合一」をうたって発足させたの　　

がはじまり。

　その後昭和20年代、30年代とそれほどの普及を見せず、昭和30年代末における普及状況は、1,508社中110社ほどであった。

昭和40年代には入り、外資による企業乗取り防止策として改めて従業員持株制度の存在意義が期待されたことから、持株会のもつ会社経営における安定株主機能が着目され始めた。

従業員持株制度実施状況は、上場会社における実施比率は、昭和49年度末64.77％、50年度末68.65％、51年度末71.26％となった。

最近では、上場企業の95％程度が採用するにいたっている。

　中小企業、大企業の実施状況等は別紙参照。

（7）従業員持株会の諸問題

　Ⅰ.参加させる従業員の範囲について

　　中小企業の場合、持株会に移転できる株数はそれほど多くないこと、経営上の理由から従業員の範囲を規定する必要あり。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　会社への忠誠度、貢献度、勤続年数を考慮

　証券投資信託の規定により、団体取得型の場合は、自社の社員及び子会社の社員に限定

　

　Ⅱ.株式の社外流出の防止

　会社にとって好ましくない人物等に株式を所有させることの防止策の必要性


　　　「当会社の株式を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。」旨を必ず、定款において規定する。

　　＝　株式譲渡自由の原則の例外規定

　また、会員資格を社員に限定する必要性あり

Ⅲ.株式の管理

　原則として、株式の譲渡は株券を交付することにより可能。　　　　　　　


　　持株会のように長期所有となる株式については、株券不所持制度を利用して株券を不発行とすべき。

　　＝　この場合、理事長が会社に「株券不所持申出書」を提出する。

　Ⅳ.持株会への株式の譲渡方法

1 オーナーの持株を譲渡する方法

持株会へ移す株数が少ない場合　＝　オーナーの持ち株比率、支配権の維持

2 持株会に対して、第三者割当増資

積極的な株式の供給方法　

　　　発行価額をいくらにすべきか

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　持株会への譲渡の場合、所有目的が、配当が主であるため、配当還元価額方式　　　

　　　　　　

　　　　　　有利な価額での発行に当たる場合、株主総会での特別決議が必要

3 自己株式取得による場合

会社でひとまず自己株式を取得し、その後使用人に株式を譲渡する方法。

公開を予定していない会社の場合次のような手続きが必要。

· 定時株主総会の招集通知を行う

· 他の株主からの買取請求を受付ける

· 定時株主総会で決議を行う

· 自己株式の買取を行う

· 使用人に譲渡

　　Ⅴ.　持株会への譲渡価額

　　　　　持株会への譲渡価額をどうすべきかということは重要な問題である。

　　　上場企業であれば、流通価額

　　　未公開企業であれば、純資産価額方式か配当還元価額方式。

　　　　　

　　純資産価額方式による時価が多額の場合、有利発行は税務上の問題となるのでは？

　

　所有目的が経営権に関係のない株式であるため、配当還元価額方式によれば、税務上問題なし

　　　　相続税対策としても利用される場合がある。

　　Ⅵ.退職者からの買取価額

　　退職する場合の買取価額の問題および規約上の有効性の問題


　　　買取価額はあらかじめ、規約に記載されるのが一般的。

　　　純資産価額による場合と配当還元価額による場合あり。

　　　　ただし、株価が高くなっているときのトラブルを防止するため、配当還元価額にするのが望ましい。

　　　買取価額の規約の有効性について？

　　　Ⅶ.奨励金制度

　　　株式購入奨励金とは、従業員の行う積立金に対して、積立のつど、あるいは一定期間後、積立金累計額に対して会社が与える一定の補助のことをいう。

　　貯蓄奨励や福利校正制度の充実の見地から会社が奨励金を支給しているのが一般的。　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　税務上は、給与課税

Ⅷ.議決権の維持

　従業員持株会の発足により議決権に影響がある場合

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　議決権のない配当優先株式の利用

　　　定款において配当優先株の取扱い等について以下の内容を決議しておく。

1 優先配当の内容

2 優先配当額に達しない場合の取決め

3 会社を解散して残余財産を分配する場合の取決め

4 議決権のない株式とすること

　（8）事例

　Ⅰ.ＩＴ関連企業における人材引止め策

1. いかなるリテンション戦略をとるか？　　

1 給与体系

1. 年俸制

2. 評価制度

3. 目標管理制度　　　　等

2 短期インセンテｲブ

1. プロフィットシェアリング

　　　　　　　　　　会社の計上利益の一部を社員に支給する。

　　　　　　　　社員が利益の向上に影響力があるかどうかが鍵　

2. ゲインシェアリング

　　　　　　　　　　部門ごとにあらかじめ決めておいた目標を

達成した場合、その部門のメンバー全員に支給する。

達成目標が測定可能である必要性がある。　

3.個人別インセンテｲブ

　　　　　　　　　　　　　　　　個人別に業績目標を設定しその達成度合いによって支給する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　エグゼクテｲブのボーナスプラン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業マンのコミッション　　等　　　　

3 長期インセンテｲブ

1. ストックオプション

　　　　　　　　　　将来会社の株を一定の価格で買う権利を社員などに与えるプラン。　　　　

2. ストックパーチェスプラン

　　　　　　　　　　会社の株を割引価格（10～15％程度）で買える権利を社員に与えるプラン

3. 制限付ストックプラン

1.2. が社員に自己資金で株を買わせる

のに対して、このプランは社員にただで株を与える代わりに一定の制限（会社に一定期間勤めなければならないなど）がつけられている。

4. ファントムストックプラン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社の株価に連動した価値のある架空の株（ファントムストック）を社員に与え、その価値の上昇分を現金で受取る権利

株価の算出方法が問題

しかしながら、現在証券取引法上禁止されている。

5. SAR

　　　　　　　　　　権利を付与した時点から一定期間の会社の株価の上昇分を現金で受取る権利

6. パフォーマンスユニットプラン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社の株価ではなく、会社の業績を示す指標［売上高・利益等］に連動した価値の上昇分を現金で受取る権利

　Ⅱ.　合併による自己株式の処分方法

　　　　株式持合いによる被合併会社の株式の処分方法
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